
サウジアラビア 

 － 318 －

  

 

 

 

 1．サウジアラビアの概要と開発課題 

 

（１）概要 

 アブドッラー国王治世下（05 年 8 月～）のサウジアラビア（以下、サウジ）内政は、好調な経済や国王に対

する国民の高い人気に支えられ、安定して推移している。内政面では、アブドッラー国王は司法改革、教育改

革、地方自治改革（含む地方議会）等を推進してきており、09 年 2 月には閣僚・政府高官の人事と併せ宗教関

係者の人事刷新を行うなど改革継続のための布陣を敷いた。また、潜在的なテロの脅威は存続しているが、治

安機関の能力向上と取締の強化により治安状況は改善しており、2004 年末以降大規模テロは発生していない。 

 外交面では、地域紛争における仲介活動（パレスチナ諸派間の和解、アフガニスタン問題、ソマリア、チャ

ド紛争等）や財政的貢献（対パレスチナ、レバノン等）、湾岸協力理事会（GCC：Gulf Cooperation Council）と

の連携強化、世界宗教間対話イニシアティブ等を通じ穏健外交を推進している。国際場裏での発言力をも高め、

G20 サミットにも参加した。また、アブドッラー国王は 05 年の就任以来、従来からの欧米重視の姿勢を変え、

アジア諸国との連携・協力を打ち出し、就任直後の 06 年には自ら中国、印、マレーシア、パキスタンを訪問し

た他、国王奨学金により多くのサウジ人留学生をアジア諸国に送り出している。 

 経済構造は、原油に依存するモノカルチャーであるが、1970 年度からこれまで 7 次にわたり経済開発 5 か年

計画を実施し、産業の多角化、労働力の自国民化（サウダイゼーション）に取り組んでいる。しかしながら、

依然として石油依存度は高く、また、人口増に伴う若年層のための雇用機会の創出が喫緊の課題となっている。 

 財政に関しては、1980 年代半ば以降の石油価格の低迷や、湾岸危機の際の歳出拡大のために財政赤字が拡大

したが、近年の原油価格高騰もあり、歳入（2008 年）が年間 2,900 億USドルを越え、1,500 億USドル以上の財

政余剰を出すなど、財政は大幅に好転している。2009 年国家予算の規模は過去最高の 4,700 億リヤル（約 12

兆円）に達し、人材育成や医療分野に多額の予算を割いている他、地域格差是正の観点から大規模な経済都市

整備計画を進めている。昨今の国際金融危機の影響も軽微なものに留まり、2009 年国家予算は初の赤字予算を

組み、国内インフラ整備を中心として内需拡大策を積極的に押し進めている。さらに、WTO加盟（2005 年 12

月）後、経済改革に向けた取組として外資導入、民営化、民間参入規制の緩和、そして各国とのFTA締結など

を推進している。 

（２）経済開発 5 か年計画 

 2005 年 11 月、人材、インフラ、行政制度の改善、技術開発、地域格差の改善、観光産業の発展、情報基盤

社会への移行、女性の参加拡大などを重点分野とする第 8 次 5 か年計画（2005 年～2009 年）が閣議で承認され

た。同計画では、GDPの年成長率 4.6％としGDPを 7,149 億リヤル（約 21 兆円、2004 年）から 8,952 億リヤル

（約 27 兆円、2009 年）へ増加させることを目標としている。雇用については、5 年間で 121 万人を創出し、労

働力全体におけるサウジ人のシェアを 42.7％（2004 年）から 51.5％（2009 年）に引き上げる計画である。 
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表－1 主要経済指標等 

指     標 2007年 1990年 

人   口   （百万人） 24.2 16.4  

出生時の平均余命  （年） 73 68  

G N I 
総   額 （百万ドル） 383,824.71 124,756.75  

一人あたり （ドル） 15,500 6,820  

経済成長率   （％） 3.4 8.3  

経常収支   （百万ドル） 95,080.19 -4,146.67  

失 業 率   （％） 5.6 － 

対外債務残高  （百万ドル） － － 

貿 易 額注1） 

輸   出 （百万ドル） 242,045.90 47,381.33  

輸   入 （百万ドル） 113,395.86 43,880.00  

貿 易 収 支 （百万ドル） 128,650.03 3,501.33  

政府予算規模（歳入） （サウジ・リアル） － － 

財政収支   （サウジ・リアル） － － 

債務返済比率（ＤＳＲ）  （対GNI比,％） － － 

財政収支  （対GDP比,％） － － 

債務 （対GNI比,％） － － 

債務残高  （対輸出比,％） － － 

教育への公的支出割合  （対GDP比,％） － 6.6 

保健医療への公的支出割合  （対GDP比,％） － － 

軍事支出割合  （対GDP比,％） 9.2 14.0  

援助受取総額 （支出純額百万ドル） -130.95 14.59  

面   積 （1000km2）注2） 2,000 

分   類 
D A C   － 

世界銀行等   －/高所得国 

貧困削減戦略文書（PRSP）策定状況 － 

その他の重要な開発計画等 経済開発5か年計画 

注）1．貿易額は、輸出入いずれもFOB価格。 

  2．面積については“Surface Area”の値（湖沼等を含む）を示している。 

 

表－2 我が国との関係 

指     標 2008年 1990年 

貿易額 

対日輸出 （百万円） 4,457,574.70 1,479,973.72 

対日輸入 （百万円） 761,387.64 481,295.55 

対日収支 （百万円） 3,696,187.06 998,678.18 

我が国による直接投資 （百万ドル） 891.81 － 

進出日本企業数  28 22 

サウジアラビアに在留する日本人数 （人） 1,049 423 

日本に在留するサウジアラビア人数 （人） 510 89 
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表－3 主要開発指数 

開  発  指  標 最新年 1990年 

極度の貧困の削減と飢饉の撲滅 

所得が1日1ドル未満の人口割合       （％） － 

下位20％の人口の所得又は消費割合     （％） － 

5歳未満児栄養失調割合          （％） 14（2000-2006年） 

初等教育の完全普及の達成 
成人（15歳以上）識字率          （％） 85.0（1999-2007年） 55 (1985年)

初等教育就学率              （％） 78（2004年） 59 (1991年)

ジェンダーの平等の推進と女性
の地位の向上 

女子生徒の男子生徒に対する比率（初等教育） 1.03（2005年） 

女性識字率の男性に対する比率（15～24歳） （％） 94.7（2005年） 

乳幼児死亡率の削減 
乳児死亡率         （出生1000件あたり） 21（2005年） 118 (1970年)

5歳未満児死亡率      （出生1000件あたり） 26（2005年） 185 (1970年)

妊産婦の健康の改善 妊産婦死亡率        （出生10万件あたり） 18（2005年） 

ＨＩＶ/エイズ、マラリア、その他の疾
病の蔓延防止 

成人（15～49歳）のエイズ感染率注）      （％） [<0.2]（2005年） 

結核患者数           （10万人あたり） 58（2005年） 

マラリア患者数          （10万人あたり） 32（2000年） 

環境の持続可能性の確保 
改善された水源を継続して利用できる人口  （％） － 90

改善された衛生設備を継続して利用できる人口 （％） － －

開発のためのグローバルパート 
ナーシップの推進 

債務元利支払金総額割合 
  （財・サービスの輸出と海外純所得に占める％）

－ －

人間開発指数（ＨＤＩ） 0.843（2007年） 0.702

注）[ ]内は範囲推計値。 

 

 

 2．サウジアラビアに対するＯＤＡの考え方 

 

（１）サウジアラビアに対するODAの意義 

（イ）サウジは、世界最大の原油生産量及び原油確認埋蔵量を誇り、我が国にとって最大の原油供給国である

（シェア約 28％、2008 年）。加えて、イスラームの二大聖地を擁するなど、アラブ・イスラム世界で枢要

な地位を占めており、地域の穏健勢力として中東の安定に重要な役割を果たしている。従って、我が国と

しては、エネルギー安定供給の観点のみならず、世界の平和と安定に貢献するとの外交政策からも、サウ

ジと安定した協力関係を維持していくことが重要となる。 

（ロ）国内におけるテロ事件には、十分な教育を受けず、定職にも就いていない若年層がテロリストの「予備

軍」となっている側面もあることから、社会安定の鍵として、教育や職業訓練分野への支援を通じて、失

業問題に対処することが益々重要になっている。特にサウジは年率約 3％の人口増加により 20 歳以下の人

口が約 6 割を占めており（外国人を除く）、若者への就業支援が急務となっている。我が国は、G8 を始め

とする関係各国と協力し、「未来フォーラム」などの場でも中東諸国への教育、職業訓練分野での支援にイ

ニシアティブをとっているが、サウジに対する技術協力もこのような取組の一環としての側面もある。 

（２）サウジアラビアに対するODAの基本方針 

（イ）サウジは一人当たりGNIが高い水準（15,500USドル、WDI 2009）にあり、2005 年より 2007 年までの 3

年間連続して高所得国水準（11,456USドル以上、2007 年の基準、世界銀行）を維持したため、2008 年の

DACリスト改定の際にDACリストから除外された。 

（ロ）これを受けて我が国は、DACリスト卒業以前に開始した現在実施中の技術協力に関しては、3 年間を経

過期間として研修員受入及び専門家の派遣を逓減させ、2010年末までにはすべて終了させることとし、2011

年以降はODAによる協力は行わないこととした。 

（ハ）他方、我が国の外交における、サウジの重要性ならびにサウジの人材育成におけるニーズの大きさと我

が国への期待の高さ等にかんがみ、サウジ側より技術協力継続の要請がある場合は、いかなる協力が可能

か協力方法等につき個別具体的に検討することとしている。 

（３）重点分野 

 1997 年の橋本総理（当時）のサウジ訪問を受け、翌年、21 世紀に向けて両国が共同で取り組む重要課題が「日・

サウジ協力アジェンダ」としてまとめられ、人づくり支援（教育、職業訓練）、環境、医療・科学技術等の分野
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を中心に技術協力を実施していく方針が示された。2003 年 5 月に行われた小泉総理（当時）のサウジ訪問では、

アブドッラー皇太子（当時）から更なる技術移転の要請があり、総理は特に人づくりと水資源分野での協力に

言及した。2007 年 4 月の安倍総理（当時）のサウジ訪問では、日・サ双方で技術協力と職業訓練の分野での協

力の強化、発展の重要性について見解を共有する共同声明が発出された。前述の通り、我が国は、人づくり（教

育分野での協力を通じた社会改革支援、及び職業訓練分野での協力を通じた労働力のサウジ人化支援）、環境、

医療・科学技術、水資源等の分野を重点分野として、技術協力を行ってきた。 

 

 3．サウジアラビアに対する2008年度ＯＤＡ実績 

 

（１）総論 

 2008 年度のサウジに対する技術協力は 4.14 億円（JICA経費ベース）であった。2008 年度までの援助実績は、

無償資金協力 3.83 億円（原則、交換公文ベース）、技術協力 204.46 億円（JICA経費ベース）である。 

（２）技術協力 

 2008 年度は、「自動車技術高等研修プロジェクト・フェーズ 2」等の技術協力プロジェクトを実施するととも

に、専門家 5 名の派遣及び 50 名の研修員受入を実施している。 

 

 4．留意点 

 

 サウジでは現地ODAタスクフォースが設置されており、一層の戦略的・効率的・効果的なODAの実現に努め

ている。 

 

表－4 我が国の年度別・援助形態別実績（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース） 
（単位：億円） 

年 度 円 借 款 無償資金協力 技 術 協 力 

2004年 − − 5.38 (4.41) 

2005年 − − 5.44 (4.78) 

2006年 − − 5.04 (4.55) 

2007年 − − 4.85 (4.69) 

2008年 − − 4.14 

累 計 − 3.83 204.46 

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。草の根・人間の安全保障無償資金協力と日本ＮＧＯ連携無償資金協力、草の根文化無償資金協力に関しては贈与契約に基づく。 
  3．2004～2007年度の技術協力においては、日本全体の技術協力事業の実績であり、2004～2007年度の（ ）内はJICAが実施している技術協

力事業の実績。なお、2008年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計についてはJICAが実施している

技術協力事業の実績の累計となっている。 

 

表－5 我が国の対サウジアラビア経済協力実績 
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦 年 政府貸付等 無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2003年 − − 4.41 4.41 

2004年 -4.84 − 4.64 -0.21 

2005年 − − 5.18 5.18 

2006年 − − 4.61 4.61 

2007年 -157.62 － 3.58 -154.04 

累 計 -30.34 2.99 169.76 142.41 

出典）OECD/DAC 

注）1．政府貸付等及び無償資金協力はこれまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額(政府貸付等については、 

サウジアラビア側の返済金額を差し引いた金額)。 

2．技術協力は、JICAによるもののほか、関係省庁及び地方自治体による技術協力を含む。 

3．四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

4．政府貸付等の累計は、為替レートの変動によりマイナスになることがある。 

5．サウジアラビアはDACリストから卒業したため、2008年以降の実績は計上されていない。 
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表－6 諸外国の対サウジアラビア経済協力実績 
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合  計 

2003年 フランス 4.55 日本 4.41 ドイツ 0.93 米国 0.12 オーストリア 0.09 4.41 9.94

2004年 フランス 6.78 ドイツ 1.70 米国 0.09 オランダ 0.07 オーストリア 0.04 -0.21 8.51

2005年 フランス 6.07 日本 5.18 ドイツ 1.23 米国 0.42 オランダ 0.05 5.18 13.02

2006年 日本 4.61 フランス 4.48 ドイツ 1.08 米国 0.68 ギリシャ 0.25 4.61 11.15

2007年 フランス 7.04 ドイツ 1.53 英国 0.76 ギリシャ 0.38 米国 0.15 -154.04 -144.12

出典）OECD/DAC 

 

表－7 国際機関の対サウジアラビア経済協力実績 
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦年 1位 2位 3位 4位 5位 そ の 他 合  計 

2003年 UNHCR 1.24 UNTA 0.75 UNDP 0.05 UNICEF 0.02 UNFPA -0.01 -0.37 1.68

2004年 UNHCR 1.75 UNTA 0.66   －   －   － -0.70 1.71

2005年 UNHCR 1.80 UNICEF 0.24   －   －   － － 2.04

2006年 UNHCR 1.94 UNTA 0.85  －  －  － － 2.79

2007年 UNHCR 0.82 UNTA 0.72 UNICEF 0.13 CEC 0.01  － -1.18 0.50 

出典）OECD/DAC 

注）順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

 

表－8 我が国の年度別・形態別実績詳細（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース） 
（単位：億円） 

年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力 

2003年
度まで
の累計 

な し 3.83億円

内訳は、2008年版の国別データブック、も

しくはホームページ参照 

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda

/shiryo/jisseki.html) 

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

181.89億円

1,671人

747人

885人

2,884.26百万円

2004年 

な し な し  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

5.38億円 

112人 

15人 

15人 

33.05百万円 

28人 

(4.41億円)

(79人)

(10人)

(15人)

(33.05百万円)

2005年 

な し な し  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

5.44億円 

105人 

24人 

15人 

45.84百万円 

31人 

(4.78億円)

(84人)

(15人)

(15人)

(45.84百万円)

2006年 

な し な し  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

5.04億円 

72人 

25人 

41人 

55.30百万円 

23人 

(4.55億円)

(60人)

(17人)

(41人)

(55.30百万円)

2007年 

な し な し  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

4.85億円 

74人 

12人 

81人 

10.17百万円 

(4.69億円)

(51人)

(12人)

(81人)

(10.17百万円)

2008年 

な し な し  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

4.14億円

50人

5人

58人

10.49百万円
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年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力 

2008年
度まで
の累計 

 な し  3.83億円  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

204.46億円

1,995人

806人

1,095人

3,039.12百万円

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。草の根・人間の安全保障無償資金協力と日本ＮＧＯ連携無償資金協力、草の根文化無償資金協力に関しては贈与契約に基づく。 

  3．2004～2007年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2004～2007年度の（ ）内はJICAが実施している技術協力事

業の実績。なお、2008年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計についてはJICAが実施している技術

協力事業の実績の累計となっている。 

  4．調査団派遣にはプロジェクトファインディング調査、評価調査、基礎調査研究、委託調査等の各種調査・研究を含む。 

  5．四捨五入の関係上、累計が一致しないことがある。 
 

表－9 実施済及び実施中の技術協力プロジェクト案件（終了年度が2004年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

自動車技術高等研修所計画 

ビャクシン林保護管理計画 

技術教育開発・訓練センタープロジェクト 

看護指導者能力強化プロジェクト 

女性起業家支援プロジェクト 

自動車技術高等研修所プロジェクトフェーズ2 

下水処理施設運営管理プロジェクト 

プラスチック研修所プロジェクト 

01.09～06.08 

04.01～06.06 

04.09～09.03 

05.04～08.03 

06.02～08.03 

06.09～09.08 

07.10～08.12 

08.05～10.12 

 

表－10 実施済及び実施中の開発調査案件（開発計画調査型技術協力案件を含む）（終了年度が2004年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

電力省エネルギーマスタープラン調査 

南西地域総合水資源開発・管理計画調査 

07. 2

07. 6

～08. 9 

～10. 6 

 

図－1 当該国のプロジェクト所在図は383頁に記載。 

 




